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前年度からの変更点

項目 詳細内容

①
積極的に評価する多様な価値を創造する取り組みを追
加

「防災拠点等となる建築物に係る機能継続ガイドライン」を
踏まえた災害時の機能維持に関する取り組みや、「ESG投
資の普及促進に向けた認証制度のあり方について」を踏
まえた健康性、快適性等の向上に関する取り組みを積極
的に評価

② 事業期間の制限を追加 採択年度を含め、原則４年以内に完了する事業を対象

③ 採択日以降の契約を事業要件に追加
原則として採択日以降に補助対象工事等を含む契約を
締結すること

④ 1プロジェクトあたりの補助限度額に関する規定を変更 全ての採択事業で、１プロジェクトあたり原則５億円

⑤
非住宅及び共同住宅の新築プロジェクトにおける補助限
度額に関する規定を変更

上記④に加え、建設工事費に該当する費用の補助額は、
当該事業の建築工事費の５％以内

⑥ 波及効果・普及効果の提案を追加
応募に当たって、提案事業の実施によって期待される
省ＣＯ２技術の波及・普及効果を提案

⑦ ＣＯ２削減効果実証に関する計画書の提出を追加
応募の際、提案内容の運用開始後におけるエネルギー
計測の計画書を提出

⑧
複数年度にまたがる事業における採択後の手続きに関
する規定を変更

交付申請前に全体設計承認申請書を提出し、全体設計
（年度計画）の承認を受けること
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項目 詳細内容

① 提案募集の対象部門を変更
第１回提案募集において、応募多数であったため、現時点
での予算の執行状況等を鑑み、平成30年度第２回提案募
集では、LCCM住宅部門の提案募集はしません

② 他の補助事業との併願を禁止
他の補助金と補助対象が一部でも重複する提案は、受理
しない

第1回提案募集からの変更点
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住宅・建築物に関する主要な省エネ支援施策（Ｈ30年度予算等）

※１ 長期優良住宅 ：長期にわたり良好な状態で使用できる耐久性、耐震性、維持保全容易性、可変性、省エネ性等を備えた良質な住宅として、認定を受けた住宅
※２ 低炭素住宅 ：高い省エネ性能等を備えたものして、認定を受けた住宅・建築物

新築

改修

新築 改修

新築 改修

新築 改修 新築 改修

改修改修

新築

新築

新築 改修 新築

改修

住 宅 建 築 物

融資

【（独）住宅金融支援機構のフラット35S】
○耐震性や省エネルギー性等に優れた住宅を取得する場合、当初５

年間の金利を引き下げ

○認定長期優良住宅、認定低炭素住宅といった特に優れた住宅を取
得する場合は、当初10年間の金利を引き下げ

－

税

【所得税／登録免許税／不動産取得税／固定資産税】
○認定長期優良住宅化リフォーム、一定の省エネ改修を行った住宅

について、所得税・固定資産税の特例措置

○認定長期優良住宅について、所得税・登録免許税・不動産取得
税・固定資産税の特例措置

○認定低炭素住宅について、所得税・登録免許税の特例措置

【贈与税】
○省エネルギー性等に優れた住宅を取得等するための資金の贈与

を受けた場合、贈与税の非課税限度額を500万円加算

【法人税／所得税／法人住民税／事業税、固定資産税】
○中小企業が認定経営力向上計画に基づき一定の省エネ設備の取

得等をし、事業の用に供した場合、即時償却又は税額控除の特例
措置。さらに、償却資産の場合には固定資産税の軽減措置。

補助

【サステナブル建築物等先導事業】
○先導的な技術に係る建築構造等の整備費、効果の検証等に

要する費用 等 【補助率】１／２（補助限度額は条件による）

【地域型住宅グリーン化事業】
○中小工務店においてゼロ・エネルギー住宅等とすることによる掛か

り増し費用相当額等【補助率】１／２（補助限度額は条件による）

【長期優良住宅化リフォーム推進事業】
○既存住宅の長寿命化に資するリフォームに要する費用 等

【補助率】１／３ （補助限度額100万円／戸 等）

【サステナブル建築物等先導事業】
○先導的な技術に係る建築構造等の整備費、効果の検証等に

要する費用 等 【補助率】１／２（補助限度額は条件による）

【地域型住宅グリーン化事業】
○中小工務店において認定低炭素建築物等とすることによる掛か

り増し費用相当額等【補助率】１／２（補助限度額は条件による）

【既存建築物省エネ化推進事業】
○既存建築物について躯体改修を伴い省エネ効果15％以上が見込

まれるとともに、改修後に一定の省エネ性能に関する基準を満たす
省エネ改修の費用 等

【補助率】１／３（補助限度額5,000万円／件 等）
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先導性の高い住宅・建築物の省エネ・省ＣＯ２プロジェクトについて民間等から提案を募り、支援を行う

事業の成果等を広く公表することで、取り組みの広がりや社会全体の意識啓発に寄与することを期待

【概要と目的】

【省エネ・省ＣＯ２の実現性に優れたリーディングプロジェクトのイメージ】

「先進性」と「普及・波及性」を兼ね備えたプロジェクトを先導的と評価

■一括受電設備・非常用
発電機能付きコージェネ

■地中熱等、複数の熱源群
の最適制御

外観
帰宅困難者
受け入れゾーン

地中熱

■個々の建築物で既に導入されている
技術であるBEMS（※１）やコージェネ
レーションを建物間で利用し、CEMS
（※２）や電力・熱の融通を実現

エネルギー
ディスプレイ

隣接する建築物

※１ ビルエネルギーマネジメントシステム
※２ コミュニティエネルギーマネジメントシステム

■サーカディアン照明等、
作業環境にも配慮した
省エネ技術

サステナブル建築物等先導事業（省CO2先導型） 平成30年度予算:102.21億円の内数

■BCP・LCPの拠点の整備
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＜補助対象＞ 先導的な技術に係る設計費、建設工事費等のうち国土交通省が認める部分

＜補助率＞ 補助対象工事の１／２ 等

＜限度額＞ １プロジェクトあたり原則５億円 等

＜事業期間＞ 採択年度を含めて原則４年以内に完了

＜募集期間＞ 第２回目：８月２０日（月）～９月２７日（木）（消印有効）

＜その他＞ 「災害時の継続性」・「建物間のエネルギー融通」・「複数技術の効率的な組合せ」

・「健康・介護」・「少子化対策」等に資する省エネ・省ＣＯ２プロジェクトは積極的に評価

【対象となる事業】

【事業の流れ】

応募

評価委員会

採択

全体設計
承認申請

交付申請

事業実施

完了報告

補助金交付

【補助額・スケジュール等】 複数年事業も可能

建築物（非住宅） 住宅

一般※ 中小規模建築物
一般※

（共同、戸建）
LCCM住宅

（戸建）

新築 ○ ○ ○

改修 ○ － ○ －

その他、省ＣＯ２に係るマネジメントシステムの整備や技術の検証事業も対象
第2回提案募集では、「LCCM住宅部門」の提案募集はしない

※一般とは、「中小規模建築物」以外の建築物（非住宅）、「LCCM住宅」以外の住宅（共同住宅、戸建住宅）

サステナブル建築物等先導事業（省CO2先導型）

（複数年事業のみ）
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【対象となる事業】

延面積が、概ね5,000m2以下（最大でも10,000m2）未満の中小建築物における新築プロジェクト

【評価項目】

下記の全てを満足するものかつ、省CO２の波及、普及に資するリーディングプロジェクトを評価

・総合的な建築物の環境性能について、ＣＡＳＢＥＥのＳランク相当の性能を有するもの

・省エネルギー性能について、ＢＥＬＳの５つ星の性能を有するもの

・上記２項目については、第三者評価を取得するものであること

・先導的な省ＣＯ２技術（普及途上、過去に採択済み及びその類似の技術でも可）をバランス良く導入するもの

岐阜商工信用組合本部新築計画（株式会社竹中工務店）平成29年度第１回サステナブル建築物等先導事業（省CO2先導型）

【採択事例】

建物用途 事務所

延床面積 3,910 m2

ＢＥＩ 0.60

ＢＰＩ 0.80

中小規模建築物部門（非住宅）
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建築物省エネ法による建築物の省エネ性能の表示

＜省エネ性能の表示例＞

第三者認証を受けてい
ることを示すマーク

建築物の省エネ性能
の高さを星の数で表示

省エネ基準からの削減
率をグラフで表示

第三者認証機関に評
価された年月日を明記

建築物省エネルギー性能表示制度（BELS）

【制度運営主体】
一般社団法人 住宅性能評価・表示協会

【第三者認証機関】
評価実施機関87機関(H29.12末)

【対象】
新築及び既存の住宅・建築物

住宅事業建築主その他の建築物の販売又は賃貸を行う事業者は、その販売又は賃貸を行う建築物

について、エネルギー消費性能（省エネ性能）を表示するよう努めなければならない。【法第７条】

ベ ル ス

BEI値により、☆数を算出
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平成３０年度のサステナブル建築物等先導事業（省ＣＯ２先導型）より、ＬＣＣＭ住宅部門を創設し、ライフサイ
クルを通じてのＣＯ２の収支をマイナスにするライフサイクルカーボンマイナス（ＬＣＣＭ）住宅を新築する事業
を支援します。

ライフサイクル全体を通じたCO2排出量推移のイメージ

使用段階のCO2排出量に加え資材製造や建設段階のCO2排出量の削減、長寿命化により、ライフサイクル
全体（建築から解体・再利用等まで）を通じたCO2排出量をマイナスにする住宅

【ＬＣＣＭ住宅の定義】

LCCM住宅のライフサイクルとCO2排出のイメージ

CO2

削
減

排出

排出

排出
排出

排出

創エネ

排出

ＬＣＣＭ住宅部門（戸建住宅）の概要
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【基本要件】

下記の要件を全て満足する戸建住宅を新築する事業で、省CO2の波及、普及に資するもの

① ＬＣＣＯ2を算定し、結果0以下となるもの

② ＺＥＨの要件をすべて満たしたもの

③ ＣＡＳＢＥＥのＢ＋ランクまたは、同等以上の性能を有するもの

ただし、長期優良住宅認定を受けたものはこの限りではない

【提案者】

戸建住宅を供給する事業者（１法人１提案）

※グループ等での応募は対象外

【対象となる住宅】

・常時居住する戸建住宅

・採択事業者が一般消費者へ引き渡す戸建住宅

・専用住宅 他

■地域木材

■太陽光発電パネル
＋太陽熱給湯集熱パネル

■日射を遮蔽する
木製ルーバー

【補助率】

補助対象工事の掛かり増し費用の１/２

【限度額】

１戸あたり125万円以内 等

■LED照明の
多灯分散配置

■高効率給湯器
燃料電池

ＬＣＣＭ住宅の例

【採択形式】

事業者ごとに、採択戸数及び総補助限度額を決定

※予算及び応募の状況を考慮するため、必ずしも提案した予定戸数
及び補助金額で採択されるとは限らないので、ご留意ください。

ＬＣＣＭ住宅部門（戸建住宅）の概要

第2回提案募集では、
LCCM住宅部門の提案募集はしません
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ＬＣＣＭ住宅部門（戸建住宅）における今後の進め方

【事業の流れ】

応募

評価委員会

採択

交付申請

事業実施

完了報告

補助金交付

（採択通知の受理～交付申請）

（事業の着手）

（完了実績報告
～ 一般消費者へ補助金相当額の還元）
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申請者 事務局

○ 採択通知の受理

□採択を受けた戸数や

補助限度額（枠）等の確認

（補助対象とする住宅の契約）

○ 交付申請 【～12月21日】

□モデルプランで採択枠を

一括申請

□建築士による要件や提案

内容への適合確認

□事業進捗の予定作成

○ 通知書の受理

○ 採択決定＜国土交通省＞

○ 交付申請書の受理

□書類審査

○ 交付の決定

ＬＣＣＭ住宅部門（戸建住宅）における今後の進め方

採択通知書

交付申請書

【採択通知の受理～交付申請】

交付決定通知書
応募

評価委員会

採択

交付申請

事業実施

完了報告

補助金交付

【事業の流れ】

平成30年度は、
(一社)環境共生住宅推進協議会
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申請者 事務局

○ 通知書の受理

○ 事業の着手

（事業進捗イメージ）

A邸 B邸 ・・・ Z邸

着工

着工

完成

完成 着工

完成

□建築士による個々の住宅の

要件や提案内容への適合確認

○ 事業の完了

○ 交付の決定

ＬＣＣＭ住宅部門（戸建住宅）における今後の進め方

【事業の着手】

＜年度途中の配分枠の調整＞
・交付決定後、事業中に事業進捗状況を確認
・その結果、配分枠の調整が必要な場合、採択通知から交付決定

までの変更手続きを実施

＜実績中間報告＞
事業完了後の手続きを円滑に進めるため、完成した個々の住宅

に関する提出書類がそれぞれ整い次第、提出願います。

交付決定通知書

【事業の流れ】

平成30年度は、
(一社)環境共生住宅推進協議会

個々の住宅が、要件や提案内容に
適合する施⼯内容であること（例）を
確認できるよう、写真や出荷証明等、
施⼯状況を丁寧に記録し保管する
ようご留意ください。

︕

応募

評価委員会

採択

交付申請

事業実施

完了報告

補助金交付
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（例）
・天然乾燥⽊材を過半使⽤（LCCO2算定関係）
・・・出荷証明・納品写真
・設置設備の性能（⼀次エネ算定、補助対象関係）
・・・型番・写真



申請者 事務局

○ 事業の完了

○ 完了実績報告 【～2月8日】

※交付申請に対応する枠内全て

の住宅が完成した後に報告書を

提出してください。

※期限に間に合わない場合は、

予め事務局までご相談ください。

○ 確定通知の受理

○ 補助金の請求

○ 補助金の受領

○ 一般消費者（建築主、買主）へ

補助金相当額の還元

○ 報告書の受理

□書類審査

□必要に応じて現場検査

○ 額の確定

○ 補助金の支払い

（一括）

ＬＣＣＭ住宅部門（戸建住宅）における今後の進め方

額の確定通知書

完了実績報告書

【完了実績報告～一般消費者へ補助金相当額の還元】

【事業の流れ】

応募

評価委員会

採択

交付申請

事業実施

完了報告

補助金交付

平成30年度は、
(一社)環境共生住宅推進協議会
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ＬＣＣＯ2削減技術に関するコンタクトポイントの開設

コンタクトポイントホームページ（（一財）建築環境・省エネルギー機構）
http://www.ibec.or.jp/contact_point/contact_point.html

今後、高い低炭素性能を有する住宅や技術について開発・普及の促進が望まれる中、例えば住宅構造用

木材への天然乾燥木材の利用など、戸建住宅の「建設」「修繕・更新・解体」段階におけるLCCO2排出削減

に資する技術等※の提案に対する相談窓口として、一般財団法人建築環境・省エネルギー機構（ＩＢＥＣ）に

コンタクトポイントが開設されました。（提案の受付開始は9月上旬の予定）

※ 居住段階におけるLCCO2の削減技術については対象外。

LCCM住宅のライフサイクルとCO2排出のイメージ

建設段階 修繕・更新
解体段階
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１．サステナブル建築物等先導事業(省CO2先導型)の概要

２．LCCM住宅部門における今後の進め方

３．その他
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公募スケジュール

事業名 公募スケジュール

サステナブル建築物等先導事業（省ＣＯ２先導型）
第１回 ： ４月２４日～６月１３日

第２回 ： ８月２０日～９月２７日（採択時期：１１月末）

サステナブル建築物等先導事業（木造先導型）
第１回 ： ４月２７日～５月２８日

第２回 ： ８月下旬～１１月上旬

サステナブル建築物等先導事業（気候風土型）
第１回 ： ４月２４日～６月６日

第２回 ： ８月１日～９月１４日（採択時期：１１月頃）

既存建築物省エネ化推進事業

（省エネ性能の診断・表示に対する支援）
４月２４日～９月２８日

【提案募集中】

【提案募集終了】

事業名 公募スケジュール

サステナブル建築物等先導事業（次世代住宅型）
第１回 ： ４月２日～５月１１日

第２回 ： ７月２日～７月３１日

既存建築物省エネ化推進事業（建物の改修工事）
第１回 ： ４月２４日～６月６日

第２回 ： 平成３０年度は実施しません

地域型住宅グリーン化事業

（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物型）
グループ募集：４月２７日～６月４日
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《採択実績》 合計85件 （平成22～26年度までの前身事業の実績を含む）

（近年の年度別） 25年度：７、 26年度：８、 27年度：８、 28年度：23、 29年度：10

《採択実績》 合計85件 （平成22～26年度までの前身事業の実績を含む）

（近年の年度別） 25年度：７、 26年度：８、 27年度：８、 28年度：23、 29年度：10

木造化に係る住宅・建築物のリーディングプロジェクトを広く民間等から提案を募り、支援を行う
ことにより、総合的な観点からサステナブルな社会の形成を図る。

下記の要件を満たす木造建築物
（公募し、有識者委員会により選定）

木質ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ構造部材
を使用した耐火建築物

【調査設計費】
先導的な木造化に関する費用の１／２以下。

① 構造・防火面の先導的な設計・施工技術の導入
② 使用する材料や工法の工夫により整備コストを低減させるなどの、

木材利用に関する建築生産システムについて先導性を有するもの
③ 建築基準法上特段の措置を要する一定規模以上のもの
④ 多数の者が利用する施設
⑤ 設計・施工に係る技術等の公開の実施等

CLT工法による木造ﾎﾃﾙ

民間事業者、地方公共団体等

● 補助対象事業者

● 対象プロジェクト

【建設工事費】
木造化による掛増し費用の１／２以下。
（ただし算出が困難な場合は建設工事費の15％）

● 補助額

（１）多様な用途の先導的木造建築物への支援

先導的な設計・施工技術が導入される実用的で多様な用途の
木造建築物等の整備に対し、国が費用の一部を助成。

（２）実験棟整備への支援と性能の検証

【調査設計費及び建設工事費】
定額 （上限30百万円）

● 補助対象事業者

● 対象プロジェクト

● 補助額

民間事業者、地方公共団体等

CLT（直交集成板）パネル CLT工法による実験棟

① 木材利用に関する建築生産システム等の先導性
を有するもの

② 国の制度基準に関する実験・検証を行うもの
③ 公的主体と共同または協力を得た研究の実施
④ 実験・検証の内容の公表
⑤ 実験・検証の一般公開等による普及啓発等

ＣＬＴ等新たな木質建築材料を用いた工法
等について、建築実証と居住性等の実験を
担う実験棟の整備費用の一部を助成。

※ 補助額の上限は原則合計５億円

木造先導型 の概要

下記の要件を満たす木造の実験棟
（公募し、有識者委員会により選定）

平成30年度予算:102.21億円の内数サステナブル建築物等先導事業（木造先導型）
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○ 外観のイメージ

◆ 補助対象住宅のイメージ

● 対象プロジェクト

伝統的な住文化を継承しつつも、環境負荷の低減を図るモデル的な住宅の建設に対して、国が掛かり増し費用の一部を補助。

気候風土適応分野（地域の気候風土に応じた環境負荷の低い住宅）の概要

気候風土に応じた木造住宅の建築技術等に係るリーディングプロジェクトを広く民間等から提案

を募り、支援を行うことにより、総合的な観点からサステナブルな社会の形成を図る。

伝統的な木造建築技術を応用しつ
つも、省エネ化の工夫や現行基準
で評価が難しい環境負荷低減対策
等を図ることにより、長期優良住宅
や低炭素住宅と同程度に良質なモ
デル的な木造住宅の建設。

※専門家による評価委員会により、審査を実
施。

○土壁で外断熱とした施工のイメージ

● 補助対象事業者

民間事業者等

【建設工事費】

気候風土に適応した環境負荷の低い住宅とす
ることによる掛かり増し費用の１／２の額。ただ
し、補助対象となる部分の建設工事費全体の
10％以内又は戸あたり100万円のうち少ない金
額を上限額とする。

● 補助額

○ 内観のイメージ

●現行の省エネ基準では評価が難しい環

境負荷低減を図る取組（想定）

縁側の両側のガラスと障子等による
ダブルスキンで断熱効果を向上

地域材の多用

通風など建築計画の工夫による冷
房負荷等の低減

平成30年度予算:102.21億円の内数サステナブル建築物等先導事業（気候風土適応型）
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改修を伴わない場合における既存住宅・建築物の省エネ診断・表示に対する支援を行う。

【事業の要件】 300㎡以上の既存住宅・建築物における省エネ性能の診断・表示

※ 「省エネ性能の診断」については、エネルギー使用量の実績値の算出ではなく、
設計図書等を基にした、設計一次エネルギー消費量の計算とする。

※ 「表示」については、建築物省エネ法に基づく第三者認証等とする。

（基準適合認定表示、BELS等）

【補助率】 １/３（特に波及効果の高いものは定額）

【募集期間】 ４月２４日～９月２８日

■補助対象となる費用
①設計一次エネルギー消費量、ＢＥＩ等の計算に要する費用
②基準適合認定表示、BELS等の第三者認証取得に必要な申請手数料
③表示のプレート代など

■表示の例（広告チラシやフロアマップ）

○○百貨店

ガーデニング雑貨やナチュラル雑貨、そして、
その雑貨にピッタリのグリーンを集めています。
モスポット、ブリキやアイアン雑貨、キャベツボッ
クス、ジャンク雑貨などナチュラルガーデニング
に欠かせないアイテムを数多く取り揃えていま
す。

スーツやフォーマルはもちろん、洋品、靴にいたるま
で、紳士服、レディース用品の全てが揃います。ハン
カチ、ソックス、ジャケット、スラックスからスーツまで、
トータルにおしゃれを演出。取り扱いブランドもマクレ
ガーを中心に、世界の一流品をラインアップ。

○○書店のこだわりである「愚直なまでに“本”
の品揃えにこだわる」「図書館に負けない快適
さ」を実現するために、本店一同日々努力して
います。 皆様のご来店、心よりお待ち申しあげ
ております。

流行の新作レディースファッションなどが大集
合！サイズ別にも品数豊富に取り揃え。オシャ
レなトレンドアイテムいっぱい。

スカーフや傘などの婦人雑貨、国内
外の約60のブランドを揃えるハンド
バッグ、ラグジュアリーブランドが充実
するアクセサリーフロア。指輪やペア
リング、ネックレス、ピアスなども多数
ご用意しております。誕生日プレゼン
トや記念日の贈り物にも。

1北欧・カフェ系のおしゃれなソファや使
いやすいサイズのダイニングテーブル
から色やサイズの種類豊富なチェア
やキャビネット、テレビボードまで好み
に合わせてインテリアを選べます。

当店の省エネ性能

毎日の食品や日用品が、いつだってカカ
クヤスク。商品豊富に揃ってます。スー
パーのお得な特売チラシをネットでご覧
頂けます。ツイッターの激安タイムセー
ル情報も配信.

建築物エネルギー消費性能基準
適合認定建築物

所在地：東京都千代田区丸の内○丁目１−○ 電話：03-5253-○○○○
HP：http://.+++.*?¥¥¥.com/<>?_**lkjhno/○○百貨店

皆様のご来店を心よりお待ちしております。

＜波及効果の高いものとして想定される取組み※の例＞

下記のような取組みを一体的に行う場合

・企業の環境行動計画への位置付け
・広告チラシやフロアマップに表示を掲載
・建物エントランスの目立つ場所にプレートを表示
・環境教育の取り組みと連携して表示を活用
（エコストアガイドマップの作成と表示、エコストア探検ツアー等） 等

★事例の詳細は下記ＨＰに記載

※取り組みの波及効果については、専門家等の判断による。

http://www.kkj.or.jp/kizon_se/kizonh29-seinoushindan_dl.html#saitakujirei

既存建築物省エネ化推進事業（省エネ性能の診断・表示に対する支援） 平成30年度予算:
102.21億円の内数

省エネ性能
の表示

22


